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１．はじめに
　大規模化・複雑化した現代社会において、何らか
の理由により生じた生活困難・生活課題を側面から
支援し、個人の発達・成長を最大限まで促そうとす
る現代的試み。それが最も限定された意味での社会
福祉である。この社会福祉という支援活動を展開す
るために、日常生活から引き離された「全制的施設」
（“Total Institution”, Goﬀman,1961）ではなく、「ふ
つうの生活」が展開される場所としての地域社会は
いかにして可能か。そして、特定少数の人々だけで
はなく、すべての住民にとって暮らしやすい地域社
会とはどのようなものか。それが今日の「福祉のま
ちづくり」に求められている課題である。
　ところで、日本社会における「福祉のまちづくり」
の源流は、高度成長期の仙台市にあるとされている。
施設のみで完結する生活に不満を持つ身体障害者と
学生ボランティア、そして彼らを支援するソーシャ
ルワーカーによる最初の一滴から始まり、専門家と
住民参加を旨とする当時の島野仙台市政（1958年～
1984年）と結びつくことで拡がりを持ち、その活動
成果はマスコミにより全国に紹介された。また、こ
うした活動成果が評価され1973 (昭和48）年７月に
は厚生省（当時）による身体障害者福祉モデル都市
指定による整備が行われ、さらに同年９月には「福
祉のまちづくり、車いす市民交流集会」が開催、全
国から車いす利用者が仙台を訪れ、そこでの経験は
日本全国へと広まり定着した。
　当時、研究者としてこの運動に積極的に関わった
田代1は「特に1970年代の東北新幹線導入を契機に、
福祉のまちづくり運動がさかんになった。筆者らも
このハンディキャップを持つ人々の生活圏拡大［原
文のまま］運動に協力し、国際シンボルマークの貼
付と、バリアフリー化の提言に調査協力した。やが
て1973年日本国内で最初の『身体障害者福祉モデル
都市』指定第１号都市」になり、「民間の福祉運動
として全国的に注目された」（田代、2002年a、p.519）
と述べる。しかし、田代はこの運動が「間もなく行
政サイドがこの分野に進出してくると同時に、民間
の福祉運動にかかわった人々は、枠外に弾き出され、
行政のコントロールがきく組織に変質させられ、や
がて福祉のまちづくりも、市民レベルからは遠い存
在になっていった」（同）として、一連の経験を「警
鐘」としてもとらえている2。
　本研究では、この仙台市における「福祉のまちづ
くり」に関して、残された資料等をもとに、主にそ
の源流部分を再構成する。そして、こうした作業を
通じて、「福祉」と人間の成長・発達を巡って解決
されなければならない課題がどのようなものである
のか明らかにしていきたい3。
２．「福祉のまちづくり」運動発生の背景
　仙台市における身体障害者の「生活圏拡張運動」4
について論じる場合、この運動の成立・展開に際し
て中心的な役割を果たしたひとりのソーシャルワー
カーについて触れないわけにはいかない。
　1955 (昭和30) 年、骨関節結核による肢体不自由
者（脊髄カリエス）専門の国立療養所として出発し
た国立玉浦療養所は、５年後の1960 (昭和35）年に、
仙台市郊外にあり肺結核患者への医療を中心とする
西多賀病院に統合された（職員数300、ベッド数約
500）。また、近藤文雄院長（当時）5による進行性筋
萎縮症者（筋ジス）の受け入れもあり、肢体不自由
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者を中心とした療養施設としての性格を強めた（表
１）。「当事者」が一定の場所に集められる、という
第一の条件がこうして形成されたのである6。
　この病院に1960 (昭和35）年、一人のソーシャル
ワーカーが就職する。短期大学を卒業したばかりの
菅野鞠子（1937年生、2004年没）である7。長期療
養する患者の福祉についても力を入れようとした近
藤院長が求めた「医療ケースワーカー」がこうして
誕生した。そして、彼女の目の前にある現実は「入
院期間は平均七～八年間で、十年以上の入院者はざ
らで、二十数年に及んでいる人も沢山いました。家
庭崩壊（離婚や自然崩壊）、職場の籍は無くなって
いる。療養所がもう一つの生活地域（社会）と化し
ている姿」（菅野、2000年a、p.10）であった。
　「当事者」としての結核回復者が抱える生活問題
に触れ、その原因が社会制度の側にあることを知る。
生存権を巡る裁判8へのかかわりから、「人間を収容
する施設的視点を真正面から否定」（菅野、同、p.15）
する考え方に共鳴する。そして、退院後に行き場の
ない彼ら／彼女らに「仕事」、そして「生活の場」
を作る必要性を実感した菅野は、資産家福島禎蔵の
資金提供を取付け、1963 (昭和38）年西多賀病院の
東南端に「月ヶ丘共生館」を開設、３名の入所者
と共に就労と生活の場をスタートさせた。1966（昭
和41）年に設立され今日に至る重度身体障害者収容
授産施設（社会就労センター）「西多賀ワークキャ
ンパス」の原型である。そして、菅野は生活指導主
任として着任した。しかし菅野は体調を崩したため
1968 (昭和43）年に西多賀ワークキャンパスを退職
し、宮城県肢体不自由児協会に就職、在宅障害児の
外出支援活動に従事する。施設への否定的立場をと
るソーシャルワーカーの存在と、療養所退院後の生
活の場形成、さらに在宅障害児への支援活動、これ
が「福祉のまちづくり」運動形成の背景をなす第二
の要因である9。
　身体に障害をもつ「当事者」を中心とし、その
生活困難解決への専門家(医師及びソーシャルワー
カー )の関与という二つの要因につづく第三の要因
は、「仙台学生ワークキャンプ」というボランティ
ア集団の存在である。この団体は正式名称を「日本
キリスト教団仙台青年学生センター」といい、1951
年から活動を始めており、その活動の一つが「ワー
クキャンプ」であった10。「アメリカから来た牧師
のドーナン・アイバンさんを中心に、東北大学をは
じめ市内の幾つもの大学の男女学生に一般市民が加
わって構成されていたグループで、福祉施設の道路
や庭作り、建設作業などに無償奉仕をして喜ばれて」
（近藤、1996年、p.64）いた。西多賀病院で、そ
して月ヶ丘共生館をへて西多賀ワークキャンパスへ
と至るまでさまざまな労力奉仕を行い、また菅野も
彼ら／彼女らと積極的にかかわった。こうして、「障
害者」の生活をめぐる問題への認識は、病院・施設
を超えるものになった11。
　そして、最後に触れておかなければならないのは、
1958 (昭和33）年から1984 (昭和59）年任期途中で
死去するまで７期26年にわたった、島野市政によ
る住民主体による福祉重視という行政施策である12。
「戦後における仙台の社会福祉の歴史の中で最もユ
ニークで、特筆すべきは島野武市長時代の社会福祉
の政策である。そこには仙台独自の福祉風土づくり
がみられる。一例をあげるなら1962年(昭和37）の『健
康都市宣言』のほかに、1967年11月に仙台の町を『子
どもの城』にしようという構想が生まれ、全市的な運
動に発展していった。……ここでは特に社会福祉に
関連のある『心身に障害をもつ子どもを守る』委員
会……この成果として、1970年 (昭和45）から10月
５日を『心身障害児を守る日』に決め、……翌年の
１月には福祉のまちづくり市民の会が発足して、歩
道のスロープ化、身障者専用住宅の建設、市バスの改
造、国鉄や市民会館などの公共施設の新増改築のと
きの配慮などを市長に要望し、歩道や公共の建物な
どの入口の段差の解消、トイレ、道路幅、カウンター
の高さなどの改善が行われ」（仙台市史編さん委員会、
1997年、pp.428-429）、1973年７月に身体障害者福祉
モデル都市事業指定をうける基盤が形成された13。
　身体障害者の集住、ソーシャルワーカーによる働
表1　西多賀病院年度末患者数
年 度
年度末患者数
肺結核 骨関節結核 筋萎縮症 その他 計
1960 107 193 2 24 326
1961 111 182 2 37 332
1962 141 171 3 43 358
1963 164 152 8 55 379
1964 129 137 25 50 341
1965 119 118 52 70 359
（西多賀病院、1969年、p.78より作成）
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きかけと生活の場形成、学生ボランティアによる活
動の広がり、そして市民参加と福祉重視の政策をか
かげる市政といった四つの要因が、仙台という地域
社会で「臨界密度」に到達した時、生活圏拡張運動
は姿をあらわしたのである。
３．仙台市における生活圏拡張運動の形成
　1969 (昭和44）年の夏、西多賀ワークキャンパス
の利用者で車いす利用者の村上勇一と、東北福祉大
の学生でボランティアの村上信が、仙台の繁華街に
出かけた折、物理的・社会的障害に出会い、原因を
探すことから「生活圏拡張運動」は顕在化した（『Ｐ
ＨＰ』1973年10月号、pp.42-43）。「今までの自分
の生活を守る事で、目先の事ばっかりを考え障害者
に対して目を向ける事を忘れていた健康な人[原文
のまま]に反省を呼びかけ、又、今まであきらめを
決めつけていた障害者に対しても反省を呼びかけ、
障害者が健康な人たちと一緒に街で生活出来るよう
にするためには、と言うところに着眼して、……身
障者と健康な人達が一緒に生活すると言う事を目的
としている関係上、誰を中心、誰が補佐と言う具合
には分けないで、一人一人が一緒になって生活して
行こうと言う認識の上に立った考えが持てるように
運動を進めて行く事に話がまとまり、［村上勇一と
村上信という］二人からの運動が始まった」（岩田、
1975年、p.15）。これが1970 (昭和45) 年10月に発
足した「グループ虹」であり、菅野鞠子による側面
からの熱心なサポートがあったという14。
　菅野は、上記の二人の話し合いから出された問題
が以下のようなものであったとする。
　①ボランティア自身が、身体障害児者のかか
えている問題をどれだけ自分自身の問題として
考えているのか、すなわち、あくまでも自分と
は別個の問題として、かわいそうな人に与える
という姿勢にとどまってはいないかという反省。
　②反面、当の身体障害者自身も他からやって
もらうという受身の姿勢からどれだけ出ている
のか。自らの問題を身体障害者自身がしっかり
ととらえ、主体的にとりくんでいくことがだい
じなのではないかということ。
　③社会福祉施策はいつも後手にまわるもの。
現在身体障害児者がかかえている問題には、幅
広い行政的レベルで解決されるべき問題がたく
さんある。
というものであり、「施設の充実と並行してだいじ
なのは、子どもにとってもおとなにとっても普通に
家庭や社会で生活できる条件づくりではないかとい
うことでした。それらの条件がととのわないために、
多くの身体障害児者を家庭や施設の中に、被保護者
としてとじこめてしまってはいないか」という問題
提起であった（菅野、1972年、pp.2-3）。
　このグループ虹は、「子供の城づくり委員会」に
身障者の国際シンボルマーク運動への協力を依頼
（1970年11月）、さらに東北新幹線の仙台乗り入れ
にともない新設される新仙台駅を車いすでも利用で
きるよう調査・研究・要望活動を行い、翌1971年3
月には「対外的な運動をしてもらうために健康な人
達[原文のまま]に入会を呼びかけた結果、それまで
他でボランティア活動をしていた人達が集まり、そ
の人達で」（岩田、前出、p.15）「身障者生活圏拡
張運動実施本部」を作り、他方、「障害者の人達は、
西多賀ワーク・キャンパス[原文のまま]に入園して
いる人によびかけ、その人達［８名］で福祉研究会
［身障研究会］を作り、調査・研究を行な」（同）う。
６月には、「新仙台駅の身障者利用可能」を求めて
6701名からの署名を集め、７月には新仙台駅に関す
る要望書等を宮城県知事・同県議会、新幹線工事局
に提出。さらに同年９月には上記の二団体を統合し、
健常者／障害者での区別をしない「身障者生活圏拡
張運動実施本部」が発足、仙台学生ワークキャンプ
との連携などにより活動はさらに拡がりをみせた。
　こうして彼ら／彼女らを中心とした活動が実を結
び、「昭和46年11月に三越デパート仙台支店が全国
にさきがけて、４階にあるトイレを車いす使用者も
利用できるように改造したことを皮切りに、他のデ
パートや映画館もつぎつぎに同様の改造」をし、「県
庁と市役所も１階のトイレを改造し、正面玄関に段
のある県庁はスロープを設置し、身障者が１階で
すべて用がたせるように各課の体制がととのい……
県内各地の役所で社会福祉事務所が１階におろされ
るなど、県、市の施設は県民会館、市民会館はもと
よりスポーツセンター、保養所にいたるまで同様の
配慮」がなされた（菅野・村上、1973年、p.989）。
仙台の町は、「歩道と車道の段差が削りとられてス
ロープ化された繁華街を、子どもや老人、うば車を
押した主婦たちが歩いて」（同）いく、という「福
祉のまち」としてテレビやラジオ等でも全国に紹介
された。そして、1973 (昭和48）年の厚生省による
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身体障害者福祉モデル都市事業指定を受ける（表２）。
　さらに、1973年９月には全国から30名の車いす利
用者を集め、「車いすの身障者による仙台体験旅行
と福祉のまちづくり運動」（略称、福祉のまちづく
り、車いす市民交流集会）が朝日新聞厚生文化事業
団と仙台市「福祉のまちづくり市民の会」の主催で
開催された。「私たちは街に出てゆくことによって、
今の社会にこそ障害があるという確信をもちつつあ
ります。そして同時に、本気になって私たちが運動
をすれば社会の障害をなくしてゆくことができるん
だ、という確信も深めつつあります。配慮された街
の中で、身障者自身が『私もかつては身障者だった』
といえる街ができるはずです」（「車いす体験旅行、
福祉のまちづくり市民集会」資料、1973年9月、p.6）
とされるように、身体障害者を中心として各種の支
援者によって広がりをみせた「生活圏拡張運動」は
一つのピークを迎えた。しかし同時に、こうした「福
祉のまちづくり」をすすめるうえで容易に解決でき
ない課題もまた浮上したのである。
４．「福祉のまちづくり」から学ぶもの
　　仙台市における「福祉のまちづくり」基本理念
を一言で述べるなら、それは「ノーマライゼーショ
ン」である15。「生活圏拡張問題はつまるところ、
表２　1973 (昭和48）年度仙台市身体障害者福祉モデル事業実施計画
項　　　　　目 予算額（円）
（１）道路、交通安全施設の整備
・歩道切り下げ工事（27路線､ 618か所）
・横断歩道橋昇降口盲人用平板ブロック設置（９歩道橋、31か所）
30,880,000
500,000
（２）公共施設の構造設備の整備
・（仮称）北山市民福祉会館出入口スロープ化、便所改造、エレベータ設置
・市民会館整備（便所設備、盲人用出入口誘導チャイム、エレベーター、専用リフ
ト、点字ブロック、自動ドア取り付け）
・公衆便所設備
・八木山動物公園便所改造
・東部市民福祉会館出入口スロープ化、便所改造
・荒町市民福祉会館便所改造
・公園施設整備
13,300,000
14,010,000
2,000,000
600,000
800,000
360,000
8,280,000
（３）公共施設、公園等に車椅子の配備（18台） 701,000
（４）リフト付バスの購入（１台） 6,000,000
（５）専用住宅の建設
・西多賀ワークキャンパス内 16,356,000
（６）身体障害者についての非施設事業等
・盲人用点字市政だより配布（200部）
・ろうあ者成人講座（10回開催）
・心身障害児者実態調査
・重度心身障害児医療費助成
・精神薄弱者更生事業（10名）
・心身障害児者関係団体助成（９団体）
・身体障害者スポーツ大会
・手話通訳者配置（１名）
・身体障害者家族家庭奉仕員派遣（３名）
・重度身体障害児者家庭奉仕員派遣（10名）
・普及啓蒙（しおり、チラシ作成等）
228,000
100,000
2,700,000
1,740,000
1,420,000
1,500,000
800,000
785,000
1,894,000
6,309,000
1,960,000
（仙台市、1973年、pp.28-29より作成）
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どんな重い身体障害をもつ者も、人として自分の
生き方を選ぶ権利があり、本人が望むなら、できる
だけ普通の人と同じように社会の中で暮らせる条件
を、社会自体が備えておかなければならない」、と
いう発想であり、「生活圏運動を身体障害者の物も
らい根性だと評価しなかった当地の行政機関や地域
社会の姿勢」に対して、「生活環境の改善は、身体
障害者が被保護者としての立場から脱却して社会人
として活動していくための条件づくりの第一歩」で
あった（菅野、1973年、p.6）。そして、「運動の中
心においたのは、身障者の労働の問題」であり、「ス
ロープ・トイレは身障者の労働の場を一般社会に拡
げていくための手段」（「車いす体験旅行、福祉のま
ちづくり市民集会」資料、1973年、p.12）にすぎ
なかった。
　その意味で、「『歩道にスロープを作ったり、身障
者用トイレができただけで“福祉のまちづくり”が
できた、というあさはかな錯覚をふりまかされては
たまらない。重度の障害者が人として尊重され、生
活できなければナンセンスだ』として、生存権の確
認を前提に、生活圏の拡大をはかり、それを生活権
の確立によって支えられなければならない」（水原、
1976年、p.252）、「それらの“物理的障害”を取り
除いて行く過程を通して、人間としての基本的な権
利（いのちが守られ、生活が保障される）を回復し
ていく、そのことが、生活圏拡大運動[原文のまま]
の原点でなければならない」（生活圏拡大運動東京
連絡会編集部、1973年、p.4）という、集会参加者
のひとりによる「生活圏」から「生活権」へという
指摘は妥当なものである。しかし、この「生活権」
が運動の前面へと押し出されようとしたとき、仙台
市における「福祉のまちづくり」運動は結果として
衰退の一途をたどらざるをえなくなってしまった。
　 「[生活権拡張運動は]ある程度の成果は上がった
が、最終的な目標であった居住と職業の問題はあま
りにも大きく、そこまで達するところまでは行かな
かった」（岩田、1995年、p.66）とされている。し
かし、当時の運動に参加した障害当事者の中には、
職業を得、結婚して家庭を持つことで生活施設から
退所する者もあらわれた。施設に入所していたとき
には、その近接性ゆえに会議や打ち合わせを頻繁に
開くことができた。ところが、それぞれが家庭を持
つようになり、また居住の場が施設外になると、集
まること自体が難しくなった。さらに、同じ身体障
害でもその種別により運動に求めていたものには違
いがあり、当初から同一の歩調をとることが難しく、
こうした傾向が一部の当事者の「自立」によりさらに
強まってしまったことも看過することが出来ない16。
このように、「生活権拡張運動」は一定の成果をあ
げており、まさにその「成果」ゆえに運動衰退の要
因をも内包していたのである17。
　また、当時のシビル・ミニマム論18における福祉
施策のスタンスにも、運動衰退の原因が潜んでいた。
島野は社会福祉施策にたいする当時の基本的考えか
たを次のように述べる。
　住民要求が国に先行したかたちで実施されて
いる各自治体の多様な福祉施策のなかには、本
来、国が実施しなければならない施策もふくま
れていますし、また、国の基準が低く実態と遊
離しているために法外援助という形で具体化さ
れているものもみうけられます。
　このような自治体̶とくに先進自治体におけ
る福祉施策は高く評価されていますが、一方で
は多額の財政負担が生じるため自治体独自の福
祉施策に向けられるはずの財源がその分だけ侵
しょくされるという問題が生じています。と同
時に、自治体が住民の要求にこたえて福祉の面
での施策を充実させていけばいくほど国の責務
があいまいにされるという結果が生じることも
みのがすことはできません。
　また、多くの住民には自治体の姿勢いかんに
よって、社会福祉施策はどのようにでもなると
いう印象をつよくあたえ、本来、国にむけられ
るべき要求が自治体にむけられている場合もみ
うけられます。
　こうした矛盾を解決するためには自治体の側
にも国と自治体の分担領域を明確にするための
主張と行動が必要となってきます。
　すなわち、社会福祉施策のうちその基盤とな
るべきもの̶年金、医療対策、住宅建設などは
国の責任において整備されるべきであり、それ
以外のもので地域に対応したきめのこまかい
サービス的な福祉施策は、自治体が住民のニー
ドを直接はあくできるということもあわせ考え
ますと自治体の責任においてとりくまれるべき
でしょう（仙台市、1973年、p.27）。
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　このように、福祉施策における国と地方自治体と
の「役割分担」を考慮するなら、住民参加型で福祉
重視という方針を市長が採用したとしても、地域社
会レベルで実行可能な政策には限度があったと考え
ないわけにはいかない。日常生活における行動範囲
を制限する様々なバリアを減らし、活動範囲を広げ
ようとする「生活圏拡張」が「生活権」にまで要求
の水準が高まったとき、先進的な地方自治体といえ
ども、これに応えることが難しくなってきたと考え
ることができる。そして、政策担当者の姿勢が変わ
るとき、そうした傾向はさらに強まらざるを得な
かったであろう19。
　 「わが国のユニバーサルデザインのまちづくり
が、福祉のまちづくり運動から進展してきたこと
を考えると、仙台がユニバーサルデザインのまちづ
くり発祥の地と捉える」（仙台都市総合研究機構、
2004年、p.64）という指摘は妥当である。また、「身
体障害者、高齢者、病弱者その他日常生活上又は社
会生活上の行動に制約を受ける者（以下「身体障害
者等」という。）による円滑な利用を図るための施
設等の構造、設備等に関する整備（以下「福祉整備」
という。）その他の条件の整備の促進について、市、
事業者及び市民の責務を明らかにするとともに、福
祉整備に関する施策を推進することにより、市民の
福祉の増進に資することを目的」とする、仙台市「ひ
とにやさしいまちづくり条例」（1996年制定）にも「生
活圏拡張運動」からの連続性を認めることが出来る。
しかし、その源流から今日に至るまでをたどろうと
するとき、以下のような断絶面も存在している。
　物理的なバリアが解消されることで、身体障害者
をはじめとする生活困難をかかえる当事者の発達・
成長は、望ましい方向へと導くことができるのであ
ろうか。その際、障害の種別はどこまで考慮が必要
だろうか。地方行政が福祉施策として可能なことは、
こうした「物的環境整備」にとどまるのであって、
それを越える生活権に関する部分については、国な
いし当事者個人の「自己決定」「自己責任」という
両極のいずれかに落ち着いてしまうのだろうか。高
齢者を念頭においた現在の介護保険制度と同じ枠組
みで、彼ら／彼女らの社会的成長・発達を支援でき
ると考えることは妥当なのだろうか。そして、各種
行政的手続きを必須とする今日の福祉的支援におい
ては、一人ひとりの当事者がかかえる生活課題や要
求は、「煩雑な手続き」のなかに埋没する危険性に
さらされているのではないだろうか。
　仙台市を発祥とする「福祉のまちづくり」は、
1970年前後という時代背景を考慮したうえでもなお、
今日における社会福祉を考える上で避けては通るこ
とのできない課題を提示している。そして、「本当
に人をたすける時はまずその人たちの中に入りなさ
い。そしてそれらの人々が全てを自分がやったのだ
と思って自立する時それが良い援助なのだ」20（菅野、
2000年a、p.2）という信念に支えられた福祉専門
職（ソーシャルワーカー）の存在抜きでは、障害当事
者を地域社会レベルで支えようとする「福祉コミュ
ニティ」の源流形成はなかった。障害当事者による
運動のみならず、菅野鞠子のようなソーシャルワー
カーの誕生と成長を支援すること、それは今日にお
ける社会福祉専門教育に携わる者の課題である。
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研究会、1985年、pp.7-8）。
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（2004年）を参照。
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らえ（西多賀病院の[近藤]院長先生は故郷の徳島へ
帰られてもう居られなかった）。『施設否定主義』と
か『アカ』とか『クロ』とか、わたしには表面上、
対外的にも動けなくなった分、障害者の方々とボラ
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在する必要のないサービスである」（中西・上野、
2003年、p.207）。
18 「シビル・ミニマムという言葉は、イギリスの『ベ
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主主義を訴えていた自治体専門家のあいだでつくら
れた言葉である。……中央政府による体制的制約を
認めながらも、なお市民の地域民主主義的活力を基
礎に、自治体の政治的自立性をいかに実現するかと
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生まれた」（松下、1971年、pp.273-274）。
19 さらに、以下のような指摘を踏まえるとき、仙台
という地域社会の特性も考慮しなければならないか
もしれない。「宮城県の障害福祉にとって忘れられ
ない人々。徳島におられる近藤文雄先生、町田市に
住む菅野鞠子さん等々。“カネ”や“権力”に負け
ず、信念を貫ぬき通し、今も先駆的なお仕事をされ
ている素晴らしい方々が生まれたのに、どうして宮
城の土壌に定着されなかったのであろうか」（筑前、
1980年、p.2）。
20 菅野はこれをマザーテレサの言葉としている。し
かし、現時点でこの言葉の出典を確認することはで
きなかった。
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